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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の直近中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益は関連会社がないため、記載しておりません。 

４ 平成15年９月22日付で株式１株につき２株の株式分割を行っています。 

５ 従業員数は、就業人員を表示しております。 

  

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,865,276 1,437,715 1,784,791 4,504,968 4,619,621

経常利益 (千円) 113,466 98,706 121,768 343,455 412,222

中間(当期)純利益 (千円) 60,825 57,461 73,309 189,356 206,405

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 207,124 221,200 241,954 215,887 227,677

発行済株式総数 (株) 5,716 5,920 6,044 5,843 5,961

純資産額 (千円) 1,069,682 1,230,980 1,440,646 1,215,856 1,392,931

総資産額 (千円) 3,029,393 3,169,237 3,306,198 2,813,368 3,084,038

１株当たり純資産額 (円) 187,138.23 207,935.90 238,359.86 207,009.47 232,617.25

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 10,679.97 9,773.96 12,238.62 31,958.19 33,898.96

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 10,583.81 9,623.37 11,968.87 31,572.36 33,468.07

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 8,000 8,000

自己資本比率 (％) 35.3 38.8 43.6 43.2 45.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 647,198 △321,356 △874,789 721,618 225,314

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △5,761 △14,862 △34,755 △36,083 △31,381

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,079,542 214,342 403,645 △901,556 △141,244

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 482,553 582,760 251,427 704,637 757,326

従業員数 (名) 48 53 53 48 50



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 53 



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期のわが国経済は、原油価格の高騰による懸念材料があるものの、民需をけん引役にした安定成長局面に

差し掛かりつつあり、好調な企業収益を背景に民間企業部門の設備投資が堅調に推移し、雇用回復や個人消費の改

善を受けて、景気は内需中心の回復に向けて緩やかながら上向いております。 

このような状況のもとで、京都市内の当中間期における貸家新設着工件数は、前年同期に比べて8.2％増となりま

した。 

建設業界におきましては、公共工事の低迷が続くなかで、民需での回復基調が広がり、一部に明るい兆しも見え

始めております。 

一方、当社は独自の営業路線を積極的に展開させており、その一環として当社が新分野へ進出する大型商業施設

の事業計画は、予定どおりに着実に進捗しており、新エリアの顧客開発及び収益力の強化を図りつつ、営業力アッ

プに努めてまいります。 

当中間期の業績は売上高のうち、完成工事高が前年中間期に比べて、1,127百万円（57.6％増）と大幅な増収によ

る影響によりまして、全体の売上高は1,784百万円（24.1％増）となりました。 

一方、利益面におきましては、経常利益121百万円（前年中間期比23.4％増）、中間純利益73百万円（前年中間期

比27.6％増）となり、いずれも増益となりました。 

各部門別の概況は次のとおりであります。 

建設請負部門は、集合住宅を中心に幅広く受注活動を推進いたしました結果、受注高は前年中間期比9.5％減

1,585百万円、完成工事高は前年中間期比57.6％増の1,127百万円、受注残高は前年中間期比14.9％減の3,562百万円

となりました。 

兼業事業につきましては、不動産事業部門は京都市内を中心に地域に密着した営業活動を展開いたしました結

果、売上高は、前年中間期比16.7％減の484百万円となり、その他事業部門は、前年中間期比23.1％増の172百万円

となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、251百万円と前年同期に比べて331百万円の減少（56.9％減）

となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは税引前中間純利益128百万円と前年同期に比べて29百万円(30.1％増）の増

加となり、主としてたな卸資産の増加及び仕入債務の減少の影響によりまして、マイナス874百万円（前年中間期マ

イナス321百万円）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の取得による支出及び預入期間が３ヶ月超となる定期預金の

預入による支出があったため、マイナス34百万円（前年中間期マイナス14百万円）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金及び長期借入金の純増による影響で、プラス403百万円（前年

中間期プラス214百万円）となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注工事高及び施工高の状況 

 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 期末繰越工事高の「うち施工高」は、工事の進捗部分であり、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したもの

であります。 

２ 期中施工高は、「期中完成工事高＋期末繰越工事高の施工高－期首繰越工事高の施工高」に一致しております。なお、期

首繰越工事高の施工高は、集合住宅379,537千円、その他124,134千円、合計503,671千円であります。 

  

(2) 完成工事高 

  

(注) 完成工事高のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

前中間期 

  グランステージ集合住宅新築工事 

当中間期 

  ジュネスドブランシェ集合住宅新築工事 

  ヒーリングコート集合住宅新築工事 

  京都市山科区配送センター新築工事 

  

項目 工事別 区分 
期首繰越 
工事高 
(千円) 

期中受注 
工事高 
(千円) 

計
(千円) 

期中完成
工事高 
(千円) 

期末繰越工事高(千円) 

期中 
施工高 
(千円) 

手持
工事高 
(千円) 

手持
工事高
のうち
施工高
(％) 

手持工事 
高のうち 
施工高 
(千円) 

前中間期 
  

(自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日) 

建築 

集合住宅 2,326,700 1,259,703 3,586,403 345,678 3,240,724 14.4 467,801 676,000

その他 823,742 491,309 1,315,051 369,664 945,387 3.7 35,287 401,485

合計 3,150,442 1,751,012 4,901,454 715,343 4,186,111 12.0 503,089 1,077,486

当中間期 
  

(自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日) 

建築 

集合住宅 2,123,134 923,662 3,046,796 622,643 2,424,153 7.6 186,542 429,649

その他 981,210 661,385 1,642,596 504,411 1,138,184 8.5 97,120 477,398

合計 3,104,344 1,585,048 4,689,392 1,127,055 3,562,337 7.9 283,663 907,047

前  期 
  

(自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日) 

建築 

集合住宅 2,326,700 2,027,137 4,353,837 2,230,703 2,123,134 17.9 379,537 2,472,760

その他 823,742 1,000,345 1,824,087 842,876 981,210 12.6 124,134 963,544

合計 3,150,442 3,027,482 6,177,924 3,073,580 3,104,344 16.2 503,671 3,436,305

期 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円) 

前中間期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

集合住宅 ― 345,678 345,678 

その他 ― 369,664 369,664 

  計 ― 715,343 715,343 

当中間期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

集合住宅 ― 622,643 622,643 

その他 ― 504,411 504,411 

  計 ― 1,127,055 1,127,055 



(3) 手持工事高(平成17年９月30日) 

  

(注) 手持ち工事高のうち、請負金額１億円以上の主なものは次のとおりであります。 

 京都市北区集合住宅新築工事１  平成１８年３月完成予定 

 京都市北区集合住宅新築工事２  平成１８年３月完成予定 

 京都市中京区集合住宅新築工事１ 平成１８年３月完成予定 

 京都市中京区集合住宅新築工事２ 平成１８年３月完成予定 

 京都市中京区集合住宅新築工事３ 平成１８年９月完成予定 

 京都市中京区集合住宅新築工事４ 平成１８年９月完成予定 

 京都市西京区集合住宅新築工事  平成１８年３月完成予定 

 京都市左京区集合住宅新築工事  平成１８年３月完成予定 

 京都市山科区集合住宅新築工事  平成１９年２月完成予定 

 京都市伏見区集合住宅新築工事  平成１８年３月完成予定 

 京都府京田辺市集合住宅新築工事 平成１８年３月完成予定 

 京都市南区社屋新築工事     平成１８年１月完成予定 

  

３ 【不動産事業等売上高の状況】 

不動産事業等に関する業務は、不動産販売・不動産賃貸及びその他により構成されますが各々の構成比率は次のと

おりであります。 

  

(注) １ 不動産販売高のうち１億円以上のものは、次のとおりであります。 

   京都市中京区土地１ 

   京都市中京区土地２ 

   京都市左京区土地 

２ 第２事業の状況 １業績等の概要 ２生産、受注及び販売の状況 ３不動産事業等売上高の状況 に記載されている金額

には、消費税等が含まれておりません。 

  

区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円) 前年同期比(％) 

集合住宅 ― 2,424,153 2,424,153 74.8 

その他 ― 1,138,184 1,138,184 120.4 

計 ― 3,562,337 3,562,337 85.1 

科目 

当中間期
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 前年同期比(％) 

金額(千円) 比率(％)

不動産販売高 484,907 73.7 83.3 

不動産賃貸収入 152,057 23.1 116.5 

その他 20,771 3.2 211.4 

計 657,736 100.0 91.1 



４ 【対処すべき課題】 

当社は前年に引続き、業容拡大を視野に入れたＭ＆Ａ（企業の合併・買収）の手法を積極的に駆使して展開させて

行くことが、経営戦略上の最重要課題であると考えております。 

また、当社が新分野へ進出する大型複合商業施設の運営を契機として、同規模の事業計画の開発・拡充を進展させ

て行くとともに、新エリアの新規顧客開発及び収益力の強化を図りつつ、受注拡大の営業力アップに努めてまいりま

す。 

さらに、当社独自の営業戦略を着実に展開させてコストの削減、施工能力のアップなどに挑戦しつつ、今後も株主

各位の期待に応えるために、揺らぎのない経営路線を推し進めて行く所存であります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

(注) １ 平成17年11月22日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が6,044株増加しております。 

２ 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 23,000

計 23,000

種類 
中間会計期間末現在
発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,044 12,144
大阪証券取引所
（ヘラクレス） 

― 

計 6,044 12,144 ― ― 

株主総会の特別決議日（平成14年６月27日）

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数 
83個 (注)1 
   (注)3 

83個 (注)1
   (注)3 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 83株 (注)3 166株 (注)4

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり138,000円 (注)2 (注)3 １株当たり69,000円 (注)4 

新株予約権の行使期間 
平成14年９月１日～
平成19年８月31日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本 
組入額 

発行価格  １株当たり138,000円
  (注)3
資本組入額 １株当たり 69,000円
  (注)3

発行価格 １株当たり  69,000円 
(注)4 

資本組入額 １株当たり  34,500円 
(注)4 

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割当を受けたもの

は、権利行使時においても、当社の

取締役・監査役・従業員及び主要取

引先経営幹部の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退

任、定年退職等、その他正当な理由

のある場合はこの限りではない。 

 その他の条件は、本総会及び新株

予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当を受け

たものとの間で締結する「新株予約

権割当契約」で定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権の譲渡、買入、その他
の処分は認めない。 

同左



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる千円

未満の端数は切り上げる。 

  また、株式の分割及び時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる千円未満の端数は切り上げる。 

３ 平成15年５月20日開催の取締役会決議に基づき、平成15年９月22日をもって１株を２株に分割いたしました。これによ

り、新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数ならびに新株予約権の行使時の払込金額、株式の発行価格及び資

本組入額が調整されております。 

４ 平成17年７月25日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月22日をもって１株を２株に分割いたしました。これによ

り、新株予約権の目的となる株式の数ならびに新株予約権の行使時の払込金額、株式の発行価格及び資本組入額が調整さ

れております。 

  

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

株主総会の特別決議日（平成16年６月24日）

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数 493個 (注)1 465個 (注)1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 493株 930株 (注)3

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり366,000円 (注)2 １株当たり183,000円 (注)3 

新株予約権の行使期間 
平成16年10月１日～
平成21年９月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本 
組入額 

発行価格  １株当たり366,000円
  
資本組入額 １株当たり183,000円
  

発行価格 １株当たり 183,000円 
(注)3 

資本組入額 １株当たり  91,500円 
(注)3 

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割当を受けたもの

は、権利行使時においても、当社の

取締役・監査役・従業員の地位にあ

ることを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職等、その他正

当な理由のある場合はこの限りでは

ない。 

 その他の条件は、本総会及び新株

予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当を受け

たものとの間で締結する「新株予約

権割当契約」で定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権の譲渡、買入、その他
の処分は認めない。 

同左



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる千円

未満の端数は切り上げる。 

  また、株式の分割及び時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる千円未満の端数は切り上げる。 

３ 平成17年７月25日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月22日をもって１株を２株に分割いたしました。これによ

り、新株予約権の目的となる株式の数ならびに新株予約権の行使時の払込金額、株式の発行価格及び資本組入額が調整さ

れております。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) １ 新株予約権の行使によるものであります。 

２ 平成17年11月22日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が6,044株増加しております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注）「バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウンツ イー アイエスジー」（常任代理人株式会社東京三菱

銀行カストディ業務部）が所有しておりました、実質所有株式数の全株を「ゴールドマン・サックス・インターナショナ

ル」（常任代理人ゴールドマン・サックス証券会社東京支店）に移動されましたので、同社が新たに主要株主となりまし

た。 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 

（注） 

83 6,044 14,277 241,954 14,277 207,454

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％) 

兼 近 正 美 京都市左京区松ケ崎御所ノ内町６番４ 1,570 25.97

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
(常任代理人 
 ゴールドマン・サックス証券 

会社東京支店) 

133 ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤ
ＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ, Ｕ.Ｋ 

  
東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー 

756 12.50

有限会社エルフ 京都市左京区松ケ崎御所ノ内町６番４ 700 11.58

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区堂島浜１丁目２－６ 660 10.91

兼 近 朱 美 京都市左京区松ケ崎御所ノ内町６番４ 280 4.63

エイチエスビーシー バンク ピ
ーエルシー アカウント アトラ
ンティス ジャパン グロース 
ファンド 
(常任代理人 
 香港上海銀行東京支店) 

２ ＣＯＰＴＨＡＬＬ ＡＶＥＮＵＥ，Ｌ

ＯＮＤＯＮ，ＥＣ２Ｒ ７ＤＡ ＵＫ 

  

  

東京都中央区日本橋３丁目11番１号 

95 1.57

柳 田 和 典 滋賀県大津市若葉台11－26 84 1.38

白 鳥 康 一 栃木県真岡市上大沼170－３ 78 1.29

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４－６ 54 0.89

シード従業員持株会 京都市山科区椥辻草海道町12番地１ 51 0.84

計 ― 4,328 71.60



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出までにおいて役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,044 6,044 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 6,044 ― ― 

総株主の議決権 ― 6,044 ― 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 420,000 425,000 401,000 449,000 699,000 
554,000
※247,000 

最低(円) 389,000 360,000 370,000 385,000 405,000 
481,000
※210,000 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)により作

成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   582,760   275,008 757,326   

２ 完成工事未収入金   76,792   64,326 48,703   

３ 不動産事業等 
  未収入金   2,403   4,765 3,421   

４ 販売用不動産   ―   ― 203,086   

５ 未成工事支出金   450,043   259,100 317,177   

６ 仕掛販売用不動産 ※２ 1,354,332   1,979,348 1,036,429   

７ その他たな卸資産   992   492 563   

８ その他 ※３ 60,309   68,310 71,191   

  貸倒引当金   △9,000   △2,306 △9,000   

流動資産合計    2,518,635 79.5 2,649,044 80.1   2,428,900 78.8

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

 (1) 建物   203,215   190,003 191,431   

 (2) 土地   220,564   220,564 220,564   

 (3) その他   12,823   10,983 12,448   

有形固定資産合計   436,603   421,551 424,443   

２ 無形固定資産   5,033   4,406 4,910   

３ 投資その他の資産   221,408   242,719 237,729   

  貸倒引当金   △12,443   △11,524 △11,946   

投資その他の資産 
合計   208,964   231,195 225,783   

固定資産合計    650,602 20.5 657,153 19.9   655,137 21.2

資産合計    3,169,237 100.0 3,306,198 100.0   3,084,038 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 工事未払金   317,595   193,398 405,568   

２ 不動産事業等未払金   16,797   13,998 11,679   

３ 短期借入金 ※２ 635,930   717,530 453,070   

４ １年内償還予定社債   ―   200,000 200,000   

５ 未払法人税等   37,676   52,718 90,830   

６ 未成工事受入金   311,458   253,741 293,500   

７ 不動産事業等受入金   13,300   17,200 1,750   

８ 賞与引当金   17,000   23,000 20,000   

９ その他 ※３ 29,754   45,153 40,748   

流動負債合計    1,379,512 43.6 1,516,738 45.9   1,517,147 49.2

Ⅱ 固定負債          

１ 社債   200,000   ― ―     

２ 長期借入金 ※２ 271,570   244,040 85,890   

３ 退職給付引当金   18,787   22,328 20,021   

４ その他   68,387   82,443 68,048   

固定負債合計    558,744 17.6 348,812 10.5   173,959 5.6

負債合計    1,938,256 61.2 1,865,551 56.4   1,691,106 54.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    221,200 7.0 241,954 7.3   227,677 7.4

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   186,700   207,454 193,177   

資本剰余金合計    186,700 5.9 207,454 6.3   193,177 6.3

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   13,000   13,000 13,000   

 ２ 任意積立金   747,600   897,600 747,600   

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益   61,507   79,773 210,451   

利益剰余金合計    822,107 25.9 990,373 30.0   971,051 31.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    972 0.0 865 0.0   1,025 0.0

資本合計    1,230,980 38.8 1,440,646 43.6   1,392,931 45.2

負債・資本合計    3,169,237 100.0 3,306,198 100.0   3,084,038 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高          

完成工事高   715,343   1,127,055 3,073,580   

不動産事業等売上高   722,372   657,736 1,546,041   

 売上高計 ※５  1,437,715 100.0 1,784,791 100.0   4,619,621 100.0

Ⅱ 売上原価          

完成工事原価   568,977   925,300 2,469,624   

不動産事業等 
売上原価   518,782   511,352 1,218,828   

 売上原価計    1,087,760 75.7 1,436,652 80.5   3,688,452 79.8

  売上総利益          

完成工事総利益   146,365   201,754 603,955   

不動産事業等総利益   203,589   146,384 327,213   

 売上総利益計    349,954 24.3 348,138 19.5   931,168 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    243,866 16.9 217,063 12.2   503,312 10.9

営業利益    106,087 7.4 131,075 7.3   427,856 9.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,881 0.1 2,276 0.1   2,278 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  9,262 0.6 11,582 0.6   17,911 0.4

経常利益    98,706 6.9 121,768 6.8   412,222 8.9

Ⅵ 特別利益 ※３  ― 7,115 0.4   995 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  17 0.0 456 0.0   50,481 1.0

税引前中間(当期) 
純利益    98,689 6.9 128,428 7.2   362,736 7.9

法人税、住民税 
及び事業税   36,800   52,691 175,092   

法人税等調整額   4,427 41,228 2.9 2,427 55,118 3.1 △18,762 156,330 3.4

中間(当期)純利益    57,461 4.0 73,309 4.1   206,405 4.5

前期繰越利益    4,046 6,463   4,046 

中間(当期)未処分 
利益    61,507 79,773   210,451 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  98,689 128,428 362,736

２ 減価償却費  11,355 10,663 22,804

３ 貸倒引当金の減少額  △497 △7,115 △995

４ 賞与引当金の増加額  3,000 3,000 6,000

５ 退職給付引当金の増加額  2,377 2,307 3,611

６ 受取利息及び受取配当金  △8 △10 △16

７ 支払利息  8,232 8,322 15,863

８ 固定資産除却損  17 ― 4,221

９ 売上債権の増減額 
  （増加：△） 

 9,190 △16,966 36,262

10 たな卸資産の増加額  △480,689 △681,683 △278,578

11 未収消費税の増減額 
  （増加：△） 

 △12,017 7,422 △4,080

12 差入保証金の増加額  △100 △165 △6,640

13 仕入債務の増減額 
  （減少：△） 

 54,450 △209,851 137,306

14 未払消費税の増加額  ― 6,919 ―

15 未成工事等受入金の増減額 
  （減少：△） 

 120,358 △24,309 90,849

16 預り保証金の増加額  495 14,395 156

17 その他  801 △10,199 65,423

18 役員賞与の支払額  △6,300 △6,300 △6,300

小計  △190,645 △775,140 448,624

19 利息及び配当金の受取額  4 4 8

20 利息の支払額  △8,392 △8,849 △15,856

21 法人税等の支払額  △122,324 △90,804 △207,461

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △321,356 △874,789 225,314



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △14,053 △7,267 △21,297

２ 定期預金の預入による支出  ― △28,081 △9,200

３ その他  △808 593 △884

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △14,862 △34,755 △31,381

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  1,150,000 900,000 1,950,000

２ 短期借入金の返済 
  による支出 

 △870,000 △500,000 △2,000,000

３ 長期借入れによる収入  ― 200,000 ―

４ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △29,540 △177,390 △68,080

５ 株式の発行による収入  10,626 28,554 23,580

６ 配当金の支払額  △46,744 △47,518 △46,744

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 214,342 403,645 △141,244

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増減額 

 △121,876 △505,899 52,689

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 704,637 757,326 704,637

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※１ 582,760 251,427 757,326

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

 (1) 未成工事支出金 

   個別法による原価法 

 (2) 仕掛販売用不動産 

   個別法による原価法 

 (3) その他たな卸資産 

   個別法による原価法 

たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

 (1) 未成工事支出金 

同左 

 (2) 仕掛販売用不動産 

同左 

 (3) その他たな卸資産 

同左 

たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

 (1) 販売用不動産 

   個別法による原価法 

 (2) 未成工事支出金 

   個別法による原価法 

 (3) 仕掛販売用不動産 

   個別法による原価法 

 (4) その他たな卸資産 

   個別法による原価法 

  有価証券の評価基準及び評

価方法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、部分資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

有価証券の評価基準及び評

価方法 

 その他有価証券 

同左 

有価証券の評価基準及び評

価方法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は、部分資本直入

法により処理し、売却

原価は、移動平均法に

より算定) 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

  定率法 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 34～41年 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

  定額法 

  なお、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における見込利

用期間(５年間)に基づく

定額法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

  長期前払費用 

  均等償却 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

備えるため、当中間会計

期間に負担すべき支給見

込額を計上しておりま

す。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

備えるため、当期に負担

すべき支給見込額を計上

しております。 

  退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務の見込額に基づき当中

間会計期間末において、

発生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務の見

込額に基づき計上して

おります。 

 (1) 採用している退職給

付制度の概要 

    在籍する従業員に

ついては退職一時金

制度を採用しており

ます。 

 (2) 退職給付債務の額 

    当期末において従

業員が自己都合によ

り退職した場合の要

支給額の100％を退

職給付債務として計

上しております。 

 (3) 退職給付費用の額 

 (4) 割引率、その他の退

職給付債務等の計算

の基礎に関する事項 

    当社は簡便な方法

を用いて退職給付債

務等を計算しており

ます。 

退職給付 
費用 

4,253千円

その他 406千円

計 4,659千円

４ 完成工事高の計上

基準 

 完成工事高の計上基準

は、原則として工事完成基

準によっておりますが、長

期大型工事（工期１年超か

つ請負金額５億円以上）に

ついては、工事進行基準を

適用しております。 

 なお、当中間会計期間に

おいて工事進行基準による

完成工事高はありません。 

同左  完成工事高の計上基準

は、原則として工事完成基

準によっておりますが、長

期大型工事（工期１年超か

つ請負金額５億円以上）に

ついては、工事進行基準を

適用しております。 

 なお、当会計期間におい

て工事進行基準による完成

工事高はありません。 



  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資であります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

  税抜方式によってお

り、控除対象外消費税等

については費用処理して

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――― （中間キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預金の預

入による支出」は前中間会計期間は「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分

掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「定期預金の預入による支出」は4,200千円でありま

す。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

182,465千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

193,164千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

183,004千円 

      

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

 ① 担保に供している資産 

  

  

仕掛販売用
不動産 269,065千円

建物 180,803千円

土地 220,564千円

その他の有形固 
定資産(構築物) 1,745千円

計 672,178千円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

 ① 担保に供している資産 

  

  

仕掛販売用
不動産 722,244千円

建物 164,123千円

土地 220,564千円

その他の有形固

定資産(構築物) 1,431千円

計 1,108,364千円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

 ① 担保に供している資産 

  

  

仕掛販売用
不動産 

127,138千円

建物 170,333千円

土地 220,564千円

その他の有形固 
定資産(構築物) 1,571千円

計 519,608千円

      

 ② 上記に対応する債務 

短期借入金 375,360千円

長期借入金 118,370千円

計 493,730千円

 ② 上記に対応する債務 

短期借入金 495,220千円

長期借入金 243,150千円

計 738,370千円

 ② 上記に対応する債務 

短期借入金 247,100千円

長期借入金 83,950千円

計 331,050千円

      

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３     ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１  

―――  

※１ 営業外収益の主なもの 

受取違約金 1,500千円

※１  

―――  

      

※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 7,188千円

※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 7,278千円

※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 13,763千円

      

※３  

   ――― 

※３ 特別利益の内訳 

貸倒引当金
戻入額 

7,115千円

※３  

  ―――  

      

※４ 特別損失の内訳 

その他有形固定 
資産除却損 

17千円

※４ 特別損失の内訳 

役員退職慰労金 456千円

※４ 特別損失の主なもの 

  

たな卸資産 
評価損 

46,000千円

固定資産除却損 

建物 3,911千円

その他有形 

固定資産 

(工具器具及び 

備品） 

309千円

計 4,221千円

      

※５ 当社の売上高は、通常の営業

の形態として、事業年度の上半

期の売上高と下半期の売上高と

の間に著しい相違があります。 

   当中間期末に至る一年間の売

上高は次のとおりであります。 

前事業年度 
下半期 

2,639,692千円

当中間期 1,437,715千円

合計 4,077,407千円

※５ 同左 

  

  

  

  

  

前事業年度
下半期 

3,181,906千円

当中間期 1,784,791千円

合計 4,966,697千円

※５     ――― 

      

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 10,704千円

無形固定資産 526千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 10,160千円

無形固定資産 503千円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 21,587千円

無形固定資産 1,070千円



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(有価証券関係) 

(前中間会計期間)(平成16年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) １ 時価の算定方法 

   上場有価証券  主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

２ 開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額 

   該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間)(平成17年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) １ 時価の算定方法 

   上場有価証券  主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

２ 開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額 

   該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  (平成16年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

582,760千円

現金及び 
現金同等物 

582,760千円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  (平成17年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

275,008千円

預入期間が3ケ月
を超える定期預金

△23,581千円

現金及び 
現金同等物 

251,427千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  (平成17年３月31日現在) 

現金及び
預金勘定 

757,326千円

現金及び
現金同等物 

757,326千円

      

 ２ 重要な非資金取引の内容 

該当事項はありません。 

 ２ 重要な非資金取引の内容 
同左 

 ２ 重要な非資金取引の内容 
同左 

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

国債 39,112 40,744 1,632 

合計 39,112 40,744 1,632 

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

国債 39,112 40,564 1,452 

合計 39,112 40,564 1,452 



(前事業年度)(平成17年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) １ 時価の算定方法 

   上場有価証券  主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

２ 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

   該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

国債 39,112 40,832 1,720 

合計 39,112 40,832 1,720 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社は、デリバティブ取引を行っ

ておりませんので、該当事項はあり

ません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

同左 同左 



(１株当たり情報) 
  

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 207,935.90円 238,359.86円 232,617.25円 

１株当たり中間（当期） 

純利益 
9,773.96円 12,238.62円 33,898.96円 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
9,623.37円 11,968.87円 33,468.07円 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

1株当たり中間（当期） 

純利益 
      

中間(当期)純利益(千円) 57,461 73,309 206,405 

普通株主に帰属しない金額 

(千円) 
― ― 6,300 

（うち利益処分による役員 

賞与金）（千円） 
― ― (6,300) 

普通株式に係る中間(当期) 

純利益(千円) 
57,461 73,309 200,105 

期中平均株式数(株) 5,879 5,990 5,903 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
      

中間（当期）純利益調整額 

（千円） 
― ― ― 

普通株式増加数（株） 92 135 76 

（うち新株予約権）（株） (92) (135) (76) 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式の概

要 

平成16年６月24日定時株

主総会決議新株予約権 

普通株式     600株 ― 

平成16年６月24日定時株

主総会決議新株予約権 

普通株式     568株 



(重要な後発事象) 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社は、平成17年７月25日開催の取締役会において、株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

１．平成17年11月22日付をもって平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株

主の所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割する。 

２．分割により増加する株式数 普通株式 6,044株 

３．配当起算日 平成17年４月１日 

  

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおり

であります。 

  

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 103,967.95円 １株当たり純資産額 119,179.92円 １株当たり純資産額 116,308.63円 

１株当たり 

中間純利益 
4,886.98円 

１株当たり 

中間純利益 
6,119.30円 

１株当たり 

当期純利益 
16,949.48円 

潜在株式調整後１株当たり 潜在株式調整後１株当たり 潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 4,811.69円 中間純利益金額 5,984.43円 当期純利益金額 16,734.04円 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第12期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月27日 
近畿財務局長に提出 

            

(2) 
  

有価証券報告書 
の訂正報告書 

事業年度 
(第12期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年８月４日 
近畿財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社シード 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社シードの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１２期事業年度の中間会計期間(平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社シードの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成１６年１２月１０日 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  橋  一  浩  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  山  口  弘  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社シード 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社シードの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１３期事業年度の中間会計期間(平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社シードの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成１７年１２月 ５日 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  石  田     昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  橋  一  浩  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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